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Ａ

Ｂ１ Ｂ２

交付対象経費
国のR4予算分
（交付限度額
①、②、③）

国のR4予算分
（交付限度額

④）

Ｂ３'
国のR4予算分
（交付限度額

⑤）

Ｂ３''
国のR4予算分
（交付限度額

⑥）

Ｂ４’
国のR4予算分
（交付限度額
⑦、⑧）

Ｂ４’’
国のR4予算分
（交付限度額
⑨、⑩）

国庫補助額

その他
（一般財源や
補助対象外経

費等）

合計 532,472 503,274 14,807 0 0 312,739 162,210 13,518 666 28,532

低
所
得
者
世
帯
給
付
金
に
係
る
部
分

本
体
分

1 R4 単 ○ ○

低所得世帯支
援給付金給付
事業【低所得
者世帯給付
金】

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍におい
て物価高騰等に直面す
る生活困窮者等への支

援

○

①エネルギー・食
料品価格等の物
価高騰に伴う低
所得世帯支援

162,450 162,450 240 162,210

①コロナ禍における物価高騰による負担増で特に家計への影響が大き
い低所得世帯への支援を行うことで、負担の軽減を図るもの
②低所得世帯への給付金
③給付金総額　162,450千円
R5年度分の住民税非課税世帯　5,407世帯×30千円
家計急変世帯　8世帯×30千円
④R5年度分の住民税非課税世帯、家計急変世帯

－ － ○ － R5.6 R6.3
物価高騰に直面する低所得世帯に対
する支援
低所得世帯：5,415世帯

・市HP
・市報

R5補正（地）

所
得
者
世
帯
給
付
金
に
係
る
部

事
務
費

2 R4 単 ○ ○

低所得世帯支
援給付金給付
事業（事務
費）

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍におい
て物価高騰等に直面す
る生活困窮者等への支

援

○ － 16,100 13,518 13,518 2,582

①コロナ禍における物価高騰による負担増で特に家計への影響が大き
い低所得世帯への支援を行うことで、負担の軽減を図るにあたって必要
な事務経費
②低所得世帯への給付金に係る事務費
③事務費　16,100千円
会計年度任用職員人件費等3,452千円、需用費（事務用品等）768千
円、役務費（郵送代、振込手数料代等）2,700千円、委託料（電算システ
ム導入）9,000千円、使用料及び賃借料（プリンターリース料等）180千円
④R5年度分の住民税非課税世帯、家計急変世帯

－ － ○ － R5.6 R6.3
物価高騰に直面する低所得世帯に対
する支援
低所得世帯：5,415世帯

・市HP
・市報

R5補正（地）
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6

7 R4 単 ○ －
畜産振興対策
事業

－ ○ ○
④-Ⅱ．エネルギー・原
材料・食料等安定供給

対策
○

⑥農林水産業に
おける物価高騰

対策支援
11,183 11,183 11,183

①新型コロナウイルス感染症の影響や中国の飼料需要増加、トウモロ
コシの作況悪化、ウクライナ情勢等の影響による、飼料価格や資材燃
料費の高騰により経営が圧迫されている畜産農家に対して緊急的に支
援を行い、今後の営農の継続と経営の安定を図るもの
②(ア)酪農家の飼料費に対する緊急支援
(イ)国の牛マルキン制度で補填されない、生産費と販売価格の差額の
支援
(ウ)国の豚マルキン制度で補填されない、生産費と販売価格の差額の
支援
③畜産振興対策事業関連経費　11,183千円
(ア)飼料高騰緊急支援事業費補助金　10,585千円
（飼料高騰金額（4月～7月）28,082千円×市補助率1/8）＋（飼料高騰金
額見込み（8月～3月）28,297千円×市補助率1/4）≒10,585千円（市内経
産牛453頭）
(イ)肉用牛肥育経営安定対策事業費補助金　474千円
対象頭数及び補助金額：240千円（黒毛和種144頭）、234千円（交雑種
168頭）
(ウ)養豚経営安定対策事業費補助金　124千円
対象頭数及び補助金額：124千円（肉豚4,960頭）
④鳥取中央農業協同組合、大山乳業農業協同組合

－ － － － R5.4 R6.3

飼料価格や資材燃料費の高騰により
経営が圧迫されている畜産農家等へ
の適切な補助金交付の実施
交付対象頭数：経産牛453頭、黒毛和
種144頭、交雑種168頭、肉豚4,960頭

・市HP
・関係団体（大山乳業、JA等）を通じて
周知

R5補正（地）

8 R4 単 ○ －
高速バス利用
促進支援事業

－ ○ ○
④-Ⅲ．新たな価格体

系への適応の円滑化に
向けた中小企業対策等

○
⑧地域公共交通
や地域観光業等

に対する支援
10,500 10,500 10,500

①新型コロナウイルス感染症や原油価格・物価高騰等の影響を受け続
けている市内発着・経由の高速バスの利用促進を支援することにより、
高速バス路線の維持を図り、本市の交流人口の拡大に繋げるもの
②市内で乗車をし、又は降車する者に対して高速バスの乗車運賃の割
引を行うバス事業者に対し、その割引相当額を支援
③高速バス利用促進支援事業費補助金　10,500千円
・神戸大阪線1,300円×600人/月×5月＝3,900千円
・広島線1,300円×600人/月×5月＝3,900千円
・岡山線900円×600人/月×5月＝2,700千円
④高速バス事業者

－ － － － R5.7 R6.3

〇平均乗車密度
神戸大阪線　11.06人/便
広島線　9.9人/便
岡山線　7.1人/便

・市HP
・事業者HP
・関係団体DM

R5補正（地）

9 R4 単 ○ －

経営者福高対
策事業（倉吉
市事業者電
気・ガス料金
高騰支援交付
金）（重点交付
金充当分）

－ ○ ○
④-Ⅲ．新たな価格体

系への適応の円滑化に
向けた中小企業対策等

○

⑦中小企業等に
対するエネル

ギー価格高騰対
策支援

170,994 170,994 170,994

【No.9とNo.10の2行に分けて記載　※重点交付金充当分】
①コロナ禍における原油価格・物価高騰等による電気代・ガス料金の高
騰の影響を受ける中小企業・個人事業主等を支援することで、市内の
雇用・事業の維持を図るもの
②市内事業者のうち、令和5年中のいずれかのひと月に事業用として要
した電気代・ガス料金と前年同月の電気代・ガス料金との差額の1/2に
ついて、12ヶ月分を支援
③電気・ガス料金高騰支援交付金関連経費　185,133千円【うち重点交
付金充当分170,994千円】
(ア)交付金　180,000千円
法人150千円（上限）×申請見込600件＝90,000千円
個人100千円（上限）×申請見込900件＝90,000千円
(イ)事務費　5,133千円
会計年度任用職員人件費　3,780千円（R5.7～R6.3）
事業周知関連経費（チラシ印刷、折込等）　1,353千円
④市内事業者

－ － － － R5.7 R6.3
○交付金交付件数及び交付額
法人600件、90,000千円
個人900件、90,000千円

・市HP
・市報
・商工会議所だより
・新聞折込
・前年度交付金受給者へのDM

R5補正（地）

10 R4 単 ○ －

経営者福高対
策事業（倉吉
市事業者電
気・ガス料金
高騰支援交付
金）（通常交付
金充当分）

○ － ○
④-Ⅲ．新たな価格体

系への適応の円滑化に
向けた中小企業対策等

○ － 14,139 14,139 14,139

【No.9とNo.10の2行に分けて記載　※通常交付金充当分】
①コロナ禍における原油価格・物価高騰等による電気代・ガス料金の高
騰の影響を受ける中小企業・個人事業主等を支援することで、市内の
雇用・事業の維持を図るもの
②市内事業者のうち、令和5年中のいずれかのひと月に事業用として要
した電気代・ガス料金と前年同月の電気代・ガス料金との差額の1/2に
ついて、12ヶ月分を支援
③電気・ガス料金高騰支援交付金関連経費　185,133千円【うち通常交
付金充当分14,139千円】
(ア)交付金　180,000千円
法人150千円（上限）×申請見込600件＝90,000千円
個人100千円（上限）×申請見込900件＝90,000千円
(イ)事務費　5,133千円
会計年度任用職員人件費　3,780千円（R5.7～R6.3）
事業周知関連経費（チラシ印刷、折込等）　1,353千円
④市内事業者

－ － － － R5.7 R6.3
○交付金交付件数及び交付額
法人600件、90,000千円
個人900件、90,000千円

・市HP
・市報
・商工会議所だより
・新聞折込
・前年度交付金受給者へのDM

R5補正（地）

11 R4 単 ○ －

経営者福高対
策事業（倉吉
市経営者福高
対策事業費補
助金）

－ ○ ○
④-Ⅲ．新たな価格体

系への適応の円滑化に
向けた中小企業対策等

○

⑦中小企業等に
対するエネル

ギー価格高騰対
策支援

60,000 60,000 60,000

①コロナ禍における原油価格・物価高騰等の影響を受ける中小企業・個
人事業主等の省エネ対策・事業再構築等を目指す取組を支援すること
で、市内の雇用・事業の維持を図るもの
②(ア)省エネ機器更新支援型：令和6年1月31日までに導入する省エネ
機器の購入及び設置に要する費用の3/4を支援
(イ)事業再構築支援型：環境の変化に対応した新たな事業の創造によ
る事業再構築につながる取組を支援
③経営者福高対策事業費補助金　60,000千円
(ア)省エネ機器更新支援型
500千円（上限）×申請見込70件＝35,000千円
(イ)事業再構築支援型
500千円（上限）×申請見込50件＝25,000千円
④市内事業者

－ － － － R5.7 R6.3

○補助金補助件数及び補助額
・省エネ機器更新支援型
70件、35,000千円
・事業再構築支援型
50件、25,000千円

・市HP
・市報
・商工会議所だより
・新聞折込
・前年度交付金受給者へのDM

R5補正（地）

12 R4 単 ○ －
保育所運営
（物価高騰対
策）

－ ○ ○
④-Ⅰ．原油価格高騰

対策
○

⑤医療・介護・保
育施設、学校施
設、公衆浴場等
に対する物価高

騰対策支援

3,337 3,337 3,337

①コロナ禍における食料品価格の高騰に対し民間保育施設への運営
支援を行うことで、施設及び保護者の経済的負担の軽減を図るもの
②民間保育施設における賄材料の購入の支援
③食料品価格高騰対策関連経費　3,337千円
(ア)保育所運営委託料（物価高騰対策経費の上乗せ部分）　1,718千円
（保育所11施設）
(イ)認定こども園施設型給付費負担金　1,619千円（認定こども園6施設）
※各施設の入所児童数×12ヶ月×単価
＜令和5年度12ヶ月＞
・3歳以上児　副食費支援額200円/人・月　延べ　9,036人
・3歳未満児　食事代支援額300円/人・月　延べ　5,112人
④民間保育施設（保育所、認定こども園）を運営する法人

－ － － － R5.7 R6.3

○支援対象施設
保育所：11施設
認定こども園：6施設

○支援対象の入所児童
3歳以上児：延べ9,036人
3歳未満児：延べ5,112人

・市HP
・対象事業者へは、プッシュ型で通知

R5補正（地）

★令和５年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画
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種類

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

Ｂ Ｃ Ｄ

Ｂ３
成果目標（可能な限り定量的指標を

設定）
地域住民への周知方法（HP,広報紙

など）
参考資料

備考①
（地方単独事業に関連
している国庫補助事業
がある場合、その国庫
補助事業名と所管省庁

名）

予算区分
検査促進枠
の地方負担
分に充当

特定事業者等支
援

個人を対象とし
た給付金等
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事業
始期

事業
終期
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点
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金

経済対策との関係
⑨を選択した場合、より効果があると考

える理由
総事業費
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交付対象経費
国のR4予算分
（交付限度額
①、②、③）

国のR4予算分
（交付限度額
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Ｂ３'
国のR4予算分
（交付限度額

⑤）

Ｂ３''
国のR4予算分
（交付限度額

⑥）

Ｂ４’
国のR4予算分
（交付限度額
⑦、⑧）

Ｂ４’’
国のR4予算分
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その他
（一般財源や
補助対象外経

費等）
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交付対象事業
の名称

所
管

交付金の区分

コロナ感染
症への対応
として必要

な事業

対象外経
費に臨時
交付金を
充当して
いない

種類

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

Ｂ Ｃ Ｄ

Ｂ３
成果目標（可能な限り定量的指標を

設定）
地域住民への周知方法（HP,広報紙

など）
参考資料

備考①
（地方単独事業に関連
している国庫補助事業
がある場合、その国庫
補助事業名と所管省庁

名）

予算区分
検査促進枠
の地方負担
分に充当

特定事業者等支
援

個人を対象とし
た給付金等

基金
事業
始期

事業
終期

Ｂ４
低所得世
帯支援枠
を活用す
る事業

通
常
交
付
金

重
点
交
付
金

経済対策との関係
⑨を選択した場合、より効果があると考

える理由
総事業費

13 R4 単 ○ －
生活困窮者に
対する光熱費
助成事業

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍におい
て物価高騰等に直面す
る生活困窮者等への支

援

○

①エネルギー・食
料品価格等の物
価高騰に伴う低
所得世帯支援

40,800 20,400 20,400 20,400

①コロナ禍において原油高・物価高騰等を受け生活困窮する世帯に対
し光熱費を助成し、生活困窮者の生活支援を行うもの
②生活困窮者に対し、光熱費を助成
＜対象世帯＞
生活保護、児童扶養手当、特別児童扶養手当、特別障害者手当、障害
児福祉手当の受給世帯
③扶助費　（1回目）光熱費助成費　1,200世帯×17千円＝20,400千円
（2回目）光熱費助成費　1,200世帯×17千円＝20,400千円
その他特定財源：光熱費助成費補助金（県支出金）20,400千円
④生活困窮世帯

－ － ○ － R5.4 R6.3
コロナ禍における物価高騰等に直面
する生活困窮者世帯を強力に支援
生活困窮者世帯：1,200世帯

・市HP
・対象世帯へは、プッシュ型で通知

R5補正（地）

14 R4 単 ○ －
燃油高騰対策
制度融資利子
補助

－ ○ ○
④-Ⅲ．新たな価格体

系への適応の円滑化に
向けた中小企業対策等

○

⑦中小企業等に
対するエネル

ギー価格高騰対
策支援

1,500 750 750 750

①コロナ禍において燃油高騰の影響を受けた中小企業者等を支援し、
経営の維持、安定を図るもの
②令和4年度燃油価格の高騰・円安に係る融資に対する利子について
全額補助
③利子補給額　1,500千円（融資見込額104,895千円×年利1.43％×
12/12（R4融資分））
その他特定財源：地域経済変動対策資金等利子補助金（県支出金）750
千円
④市内中小企業等

－ － － － R5.4 R6.3
対象となる利子に対して100%の支援を
実施

・市HP
・商工会議所だより
・金融機関へ通知

R5補正（地）

15 R4 単 ○ －

エネルギー・
物価高騰対策
制度融資利子
補助

－ ○ ○
④-Ⅲ．新たな価格体

系への適応の円滑化に
向けた中小企業対策等

○

⑦中小企業等に
対するエネル

ギー価格高騰対
策支援

8,268 4,134 4,134 4,134

①コロナ禍においてエネルギー・物価高騰の影響を受けた中小企業者
等を支援し、経営の維持、安定を図るもの
②令和5年度エネルギー・物価高騰に係る融資に対する利子について
全額補助
③利子補給額　8,268千円（融資見込額770,909千円×年利1.43％×
9/12（R5.4月～12月融資分）（据置有））
その他特定財源：地域経済変動対策資金等利子補助金（県支出金）
4,134千円
④市内中小企業等

－ － － － R5.4 R6.3
対象となる利子に対して100%の支援を
実施

・市HP
・商工会議所だより
・金融機関へ通知

R5補正（地）

16 R4 単 ○ －
学校給食食材
費高騰対策事
業

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍におい
て物価高騰等に直面す
る生活困窮者等への支

援

○

②エネルギー・食
料品価格等の物
価高騰に伴う子
育て世帯支援

29,534 29,534 29,534

①コロナ禍における食料品価格の物価高騰の中、学校給食費の保護者
負担を増やすことなく学校給食の質を維持するため、所要の策を講じる
もの
②小学生・中学生ともに食料品価格の物価高騰影響額を1食当たり40
円と見込み、賄材料費を増額（物価高騰分（教職員分は除く））
③賄材料費　食料品価格の物価高騰影響額1食当たり40円×延
738,350食＝29,534千円
④地方公共団体、市立小中学校の児童・生徒の保護者

－ － － － R5.4 R6.3

食料品価格の物価高騰の中であって
も、市内小中学校の児童・生徒分の学
校給食費を維持する
小学生：283円
中学生：322円

・市HP R5当初（地）

17 R4 単 ○ －
肥料価格高騰
対策事業

－ ○ ○
④-Ⅱ．エネルギー・原
材料・食料等安定供給

対策
○

⑥農林水産業に
おける物価高騰

対策支援
1,667 1,667 1,667

①コロナ禍における肥料価格の高騰による農業経営への影響緩和のた
め、化学肥料の低減に向けた取組の掛かり増し経費を支援することで、
肥料価格の変動を受けにくい生産体制の確立を図るもの
②令和5年6月1日から令和6年3月31日までに化学肥料2割低減に向け
た取組(堆肥や国内資源活用肥料の活用)による掛かり増し経費につい
て、国の支援相当額を差し引いた農業者負担分の1/3（国1/2、県
1/6(任意)、市1/6(任意)）を支援
③化学肥料低減定着対策事業費補助金
掛かり増し経費10,000千円×1/6≒1,667千円
④倉吉市農業再生協議会

－ － － － R5.12 R6.3

肥料価格高騰の影響緩和のため、化
学肥料の低減に向けて取組む農業者
への適切な補助金交付の実施

○交付件数：108件

・JA広報誌
・市HP
・水田制度等説明会
・関係団体（県普及所、JA等）

R5補正（地）

18 R4 補 － －
子ども・子育て
支援交付金

内閣府 ○ － ○
⑤-Ⅳ-１．ウィズコロナ
下での感染症対応の強

化
○ － 2,000 668 668 666 666

【新型コロナウイルス感染症に係る事業継続支援事業】
①コロナ禍における継続的な児童福祉サービスの提供を行うもの
②放課後児童健全育成事業を実施するクラブ室の空調設備の改修
③公立放課後児童クラブ　２施設　需用費2,000千円
２施設×1,000千円＝2,000千円
④地方公共団体

－ － － － R5.4 R6.3

感染症対策の強化による事業実施

〇支援対象施設数
公立放課後児童クラブ：２施設

・市HP R4補正（国）


